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１．１９年７月期の連結業績（平成１８年７月２１日　～　平成１９年７月２０日） （百万円未満切捨て）
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ウチダエスコ㈱ (4699) 平成19年7月期決算短信

４．その他

（１）　期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 無

（２）　連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

　　　に記載されるもの）

　　　①　会計基準等の改正に伴う変更 有

　　　②　①以外の変更 無

　　　(注)詳細は１７ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。

（３）　発行済株式数（普通株式）

　　　①　期末発行済株式数（自己株式を含む） 株 株

　　　②　期末自己株式数 株 株

　　　(注)１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、２３ページ「１株当たり情報」をご覧ください。

（参考）個別業績の概要

（１）経営成績 （％表示は対前期増減率）
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（％表示は、通期は対前期、中間期は対前中間期増減率）
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※ 　業務予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　（将来に関する記述等についてのご注意）

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する

一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項については、3ページ「１.　経営成績 (1) 経営成績

に関する分析」をご覧ください。
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ウチダエスコ㈱ (4699) 平成19年7月期決算短信

1．経営成績

（１）経営成績に関する分析

【当期の概況】

【部門別の概況】

イ．保守部門

すべく取り組んでまいります。

引き続き、取扱量の拡大、コストダウン、サービス品質の向上に取組んでまいります。

この結果、保守部門の売上高は、前期比5.4%増の54億1百万円となりました。

ロ．商品販売部門

つきましては、物流費削減などの業務のサプライチェーン化、ダイレクト販売の強化に取組んでまいります。

この結果、商品販売部門の売上高は、前期比6.8％減の54億3千5百万円となりました。

ハ．ソフトウェア開発部門

【次期の業績見通し】

起点に立ったワンストップソリューションの提供により成長性と収益力の向上を図ってまいります。

その結果、当連結会計年度の業績につきましては、売上高は、フィールドサポート、ネットワークサービス分野などの保守部門に

管理の徹底などにより、売上総利益率が前期比2.4%好転し、売上減の影響を吸収し、営業利益は前期比62.3%増の4億1千6百万円、

経常利益は同じく61.9%増の4億1千8百万円となりました。また、適格年金から確定拠出年金制度への移行に伴い、1億5千3百万円

みましたが、雇用環境の改善などにより回復し、原油高、米国経済の動向などの懸念要因はあるものの、景気は緩やかな拡大基

調で推移いたしました。

ソフトウェア開発部門での公共市場の受注減により売上が低迷したために、前期比2.4％減の122億3千8百万円となりました。

当社のポジションを明確化し、積極的な攻めの経営により新たな企業ブランドを確立し、活力（成長性・収益性）に溢れた企業を目

指す」に基づき、中計最終年度として事業領域ごとに策定した施策に着実に取組み、業容の拡大に努めました。

競争力を強化し、メーカーからの大型新規請負を獲得したことなどから、売上高は19億5千3百万円（前期比7.7%増）と増加しました。

フィールドサポート分野は、コール・部品の中央センターへの一元化の推進と並行して箱物修理に係わるエージェントの活用により

業部を新設、営業強化に取り組んだ結果、売上高は26億7千4百万円（前期比2.6%増）と着実に増加しました。今後につきましては、

一方、利益面につきましては、保守部門における生産性及び採算性向上への取組みや、ソフトウェア開発部門でのプロジェクト

今後につきましては、ローコスト戦略、エージェント政策推進、メーカー営業力の強化という「量の追求」と社員の技術シフトによる

2億8千6百万円となりました。

ネットワークサービス分野は、第6次中期経営計画における重点推進分野として、当連結会計年度にＮＤＣ事業部内にネットワーク営

新規顧客の開拓を目的に営業戦力の拡大、また、運用サポートサービスの拡大を目的にサポート部門を新設し、当社の基幹事業と

まいります。

メーカーリペアサービス分野は､受注拡大に努め、売上高は7億7千3百万円（前期比9.9%増）となりました。今後につきましては、

オフィスファニチュア分野は、前期には大口案件の受注により売上を大きく伸ばしましたが、当期は、小口案件が多く、売上高は

ＩＴ関連機器分野の売上高は12億7千6百万円（前期比8.4％減）となりました。

当連結会計年度のわが国経済は、引き続き好調な企業収益を背景に設備投資が増加し、個人消費も年度の初めにかけて弱含

このような環境下、当連結グループは、第6次中期経営計画（平成16年8月～平成19年7月）の基本理念である「事業領域ごとに

おいて、着実に売上を伸ばしましたが、オフィスファニチュア、ＩＴ関連機器分野などの商品販売部門における案件の小口化及び

ＳＩサービス（システム・インテグレーション）分野は、地方公共団体向けに各種サポート並びに自社オリジナルパッケージの提供

高付加価値のサービス推進という「質の追求」の２つの戦略を継続して推進し、売上、利益の拡大を図ってまいります。

などに努めるとともに、学校向けには、校務支援システム等の販売に努めましたが、公共市場の受注減により、売上高は、前期

強化を図り、受注増に結びつけるとともに、特に民間市場の開拓を重点的に推し進め、業容拡大を図り、あわせてサービス品質管理

を特別利益として計上した結果、税金等調整前当期純利益は同じく91.8％増の5億2千8百万円、当期純利益は同じく82.4％増の

ＯＡサプライ分野は、これまで着実に売上増を図ってまいりましたが、当期においては競争激化もあって、売上高は、34億4千2百

万円（前期比2.8%減）となりました。一方では、商品センターの見直しなど物流コスト低減に向けた活動も展開いたしました。今後に

7億1千7百万円（前期比20.3％減）に留まりました。引き続き、新規顧客の開拓、ソリューション型営業に注力し、売上強化に努めて

当連結グループは、今般策定した第7次中期経営計画に基づき、新たな成長戦略に基づく事業分野ごとの規模の拡大、顧客

当連結グループの平成20年7月期の連結業績につきましては、成長戦略による売上増に努める一方、利益面で保守部門にお

比11.1%減の14億1百万円となりました。しかしながら、プロジェクト管理、品質管理の強化を図ったことにより、売上総利益率

の強化に継続して取組んでまいります。

が前期比大幅に上昇し、利益面は改善いたしました。今後につきましては、地方公共団体、学校向けにサービスメニューの拡充や営業

ける単価の低廉化やサービスレベルの高度化（サービス時間帯の延長、サービス完了時間の短縮）への対応による利益率の低下、

新規開拓の営業力強化、内部統制システム構築投資などによるコスト増を踏まえ、売上高126億円、営業利益3億6千万円、

経常利益3億6千万円、当期純利益1億9千万円を見込んでおります。
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（２）財政状態に関する分析

①資産、負債及び純資産の状況

（資産の部）

（負債及び純資産の部）

②キャッシュ・フローの状況

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

により資金が増加した結果であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

③キャッシュ・フロー関連指標の推移

平成15年7月期 平成16年7月期 平成17年7月期 平成18年7月期 平成19年7月期

13.3    14.8    15.8    19.3  21.1    

18.9    17.9    17.9    23.8  19.6    

5.0    3.8    5.0    1.0  0.9    

10.9    15.1    11.7    48.5  67.9    

（注）１．時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

２．債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

３．インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

４．各指標は、いずれも連結ベースの財務諸表により算出しております。

５．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

　払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

が1億1千3百万円減少し、配当金支払1千8百万円を行った結果であります。

自己資本比率（％）

財務活動による資金の減少は、1億3千1百万円（前連結会計年度は6億1千9百万円の減少）となりました。これは、長短借入金

当期純利益5億2千8百万円、仕入債務の増加2億8千2百万円、減価償却費1億5千2百万円、賞与引当金の増加1億4百万円など

6百万円、法人税等の支払額9千8百万円、退職給与引当金の減少9千2百万円などにより資金が減少しましたが、税金等調整前

時価ベースの自己資本比率（％）

投資活動による資金の減少は、7千1百万円（前連結会計年度は7百万円の増加）となりました。これは、有形固定資産3千8百万円

債務償還年数（年）

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）

子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利

の取得、無形固定資産1千8百万円の取得などを行った結果であります。

減の18億1千6百万円となり、資産合計では同じく7億4千9百万円増の68億4百万円となりました。

当連結会計年度末における資産の状況は、流動資産は現預金、受取手形及び売掛金等の増加により、前連結会計年度末比8億

6千1百万円となりました。これは、営業活動による資金の増加8億9百万円、投資活動による資金の減少7千1百万円、財務活動による

資金の減少1億3千1百万円によるものであります。

負債の状況は、流動負債は仕入債務、未払法人税、賞与引当金等の増加により、前連結会計年度末比6億8千5百万円増の45億

７千7百万円、固定負債は長期借入金、退職給付引当金の減少により、同じく2億9百万円減の7億8千2百万円となり、負債合計では

同じく4億7千6百万円増の53億6千万円となりました。

　純資産の状況は、利益剰余金等の増加により、前連結会計年度末比2億7千2百万円増の14億4千4百万円となりました。

7千4百万円増の49億8千8百万円、固定資産はソフトウェア等の無形固定、繰延税金資産等の減少により、同じく1億2千4百万円

６．営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しております。有利

営業活動による資金の増加は、8億9百万円（前連結会計年度は8億6千4百万円の増加）となりました。これは、売上債権の増加2億

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末比6億6百万円増加し、17億
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（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

（４）事業等のリスク

①商品・サービスの価格変動

②技術革新及び市場の変化

③人材の確保及び育成

④親会社への依存度

当連結グループがお客さまに最適で高度なサービスを持続的に提供していくためには、優秀な技術者の確保が不可欠となります。

あり、事業等のリスクはこれらに限られるものではありません。

びに財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

当連結グループが事業展開している市場は、厳しい競争にさらされており、価格が低下する傾向にあり、付加価値の高い新サービ

スの提供並びにコスト削減等により利益の確保に努めておりますが、競争の更なる激化による価格低下が当連結グループの業績並

適応した新商品・サービスを開発していく必要があります。魅力ある新商品・サービスを提供できない場合や新商品・サービスの開発

当連結グループが属している情報サービス業界は、技術革新、市場の変化が激しいため、新技術の商品化・応用化を進め、市場に

の業績並びに財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

当連結グループの事業展開上のリスクとして、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には以下のようなものがあり

ます。なお、これらの事項には将来に関するものが含まれますが、当該事項は当連結会計年度末現在において判断したもので

また、内部留保金につきましては、市場が求めるサービスに応え、的確なビジネスを展開していくための事業開発と人材育成を中

心に投資する所存であります。

に多大なコストがかかった場合、或いは競合他社が技術革新を利用して魅力ある新商品・サービスを提供した場合、当連結グループ

であります。

今後とも当連結グループの成長のために最新技術やノウハウを持つ技術者の採用や従業員への研修・育成に努めてまいります。しか

グループの成長、業績並びに財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

し、高い技術を持った技術者の確保・育成ができなかった場合、また、技術者の採用コストや教育コストが増大した場合には、当連結

があります。

当連結グループは同社に対する売上高の割合が高く、当連結会計期間の売上に占める割合は24.9％となっております。同社

への依存度が高いことから、同社の販売競争力が低下した場合、当連結グループの業績並びに財務状況に悪影響を及ぼす可能性

当社の親会社である株式会社内田洋行は、当社の発行済株式総数の44.5% （うち間接所有10.1％）を保有しております。

基本方針としております。

以上の方針に基づき、当期の期末配当金を1株につき10円とし、次期につきましては利益見通しを前提に1株につき7.5円とする予定

今後の事業展開において企業体質のさらなる充実、強化を図ることにより、株主のみなさまに対して安定的に利益還元することを

5
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２．企業集団の状況

  当連結グループは、親会社、ウチダエスコ株式会社（当社）、子会社３社により構成されており、事業は保守サービス、ソフトウェ

ア開発及びＯＡサプライ、オフィスファニチュア、ＩＴ関連機器の販売を行っております。

  事業内容と当社及び事業上の関係がある関連当事者の当該事業における位置付けは次のとおりであります。

  なお、当社は事業の種類別セグメント情報を記載していないため、事業部門別によって記載しております。

当社、アーク㈱

当社、㈱内田洋行

当社、㈱内田洋行

当社、㈱内田洋行

当社、㈱内田洋行

当社、㈱ユーアイ・テクノ・サービス、㈱内田洋行

㈱ユーアイ・テクノ・サービス、㈱エスコ・アシスト

  以上の当グループについて図示すると次のとおりであります。

※1 ※1

※1

※1

(注) 無印 － 連結子会社

※1 － 親会社

㈱ﾕｰｱｲ･ﾃｸﾉ･ｻｰﾋﾞｽ

メーカーリペア

そ の 他 の サ ー ビ ス

コ ン ピ ュ ー タ
関 連 事 業

顧 客

ﾌｨｰﾙﾄﾞｻﾎﾟｰﾄ･ﾈｯﾄﾜｰｸｻｰﾋﾞｽ

Ｏ Ａ サ プ ラ イ

主   要   な   会   社

Ｏ Ａサプ ライ
ﾌｨｰﾙﾄﾞｻﾎ ﾟｰﾄ･
ﾈｯﾄﾜｰｸｻｰﾋ ﾞｽ

Ｉ Ｔ 関 連 機 器

ソフトウェア開発

㈱ﾕｰｱｲ･ﾃｸﾉ･ｻｰﾋﾞｽ

㈱エスコ・アシスト

その他のｻｰﾋﾞｽ

保          守 商　　品　　販　　売

区 分

Ｓ Ｉ サ ー ビ ス

オ フ ィ ス フ ァ ニ チ ュ ア

事   業   内   容

Ｓ Ｉ サ ー ビ ス

商 品 販 売

保 守
メ ー カ ー リ ペ ア

㈱ 内 田 洋 行

ソ  フ  ト  ウ  ェ  ア　開　発

㈱ 内 田 洋 行

㈱ 内 田 洋 行

ウ チ ダ エ ス コ ㈱

ｵ ﾌ ｨ ｽ ﾌ ｧ ﾆ ﾁ ｭ ｱ ・
Ｉ Ｔ 関 連 機 器

ア ー ク ㈱ ㈱内田 洋行
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３．経営方針

（１）経営の基本方針

（２）目標とする経営指標

（３）中長期的な経営戦略

【基本方針】

1．新たな成長戦略に基づき、事業分野ごとの規模拡大（成長）を目指します。

情報システムのワンストップソリューションを推進します。

３．コーポレートガバナンスを強化するとともに、財務基盤のさらなる充実を図り、企業価値の向上を実現する。

【分野別方針】

とにより業容の拡大に取り組んでまいります。

7次中計最終年度には50％まで高める計画です。

加を図ってまいります。

進めてまいります。

（４）会社の対処すべき課題

マに掲げております。

質の更なる向上に努めます。

（５）内部管理体制の整備・運用状況

一方では、事業規模の拡大による収益力の強化並びにコーポレートガバナンスの強化を図り、企業価値の向上に努めてまいる所存

そのために、中期経営計画で策定した事業分野ごとの成長に向けた計画を確実に実行していくとともに、ⅠＴ市場の競争

激化に適切に対応するために、また社員満足度の向上を図るために社員に対する充分な教育投資を行い、技術力、サービス品

第7次中期経営計画では、事業規模の拡大、顧客起点のワンストップソリューションの推進、企業価値の向上の３つを基本テー

２.マルチベンダーとしての強みに加え、ソフトウェア開発・ネットワーク構築・保守技術のスキルを顧客起点で融合することにより、

向上により安定した収益事業への脱皮を目指します。「公共」、「学校」市場においては、営業強化により受注確保に努める一方、

向上に取り組んでまいります。

⑥ 内部統制システムの構築・運用をはじめとした「経営監視機能の充実」や「コンプライアンスの重視」等、コーポレートガバナンスの

⑤ ヘルプデスク、コールセンターは、体制を強化、365日24時間サービスを実現し、アプリケーション・ネットワーク・ハードウェ

めます。

ート分野への技術スキルの移植、顧客共有などの連携を図り、シナジー効果を追及します。

④ ソフトウェア開発部門においては、システム提案、構築、運用・保守までの全般に亘りプロジェクトマネジメントを強化、品質の

特に「民需」市場において、業種・業務に特化したエンジニアの育成および営業強化によりサポート拡大を図り、民需の売上構成を第

② ネットワークサービス分野においては、基幹事業と位置づけ推進を図ってまいります。ネットワークデザイン事業部の事業

であります。

状況」に記載しております。

当該事項につきましては、コーポレートガバナンスに関する報告書の「内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備

当連結グループは、「市場の変化に敏感に対応し、高度な技術力と強力な営業力をもってお客さまのニーズにお応えすること

により、収益性の高いサービスプロバイダーを目指す」ことを基本理念としています。

この理念を実現するために、ハードウェア・ソフトウェア保守、情報ネットワーク向けサービス、ソフトウェア開発、システム商品

販売の各事業領域において、お客さまに最適なサービス・商品を提供すべく、社員教育の徹底による技術力の強化並びに営

業力の強化に力を注いでおります。これらの基本方針のもとで、お客さまからの信頼をいただき、企業価値を高め、株主・投資家

のみなさまのご期待に応えていく所存であります。

の拡大」、「エージェント政策の推進」、「ＣＥの技術シフト（ＳＥ技術）」、「生産性・採算性の追及」、「サービスの可視化」、「営業

力強化」に取り組んでまいります。また、メーカーリペアサービス分野においては、引き続き、量の拡大と更なるコストダウンに努

当連結グループは、収益力強化の観点から売上高経常利益率を重視しており、「売上高経常利益率 3％以上の安定的確保」を

中期的な目標として取組んでまいります。

当連結グループは、今般、平成19年8月から平成22年7月の3ヵ年を対象期間とする第7次中期経営計画を策定しました。

これまでの第5次、6次中計期間を「ホップ」、「ステップ」期間とし、第7次中計を拡大に向けた飛躍期間（「ジャンプ」期間）

① 保守部門におけるフィールドサポート分野においては、「量の追求」と「質の追求」を推進、「拠点網の拡大」、「サービス時間

と位置づけ、分野ごとに策定した「飛躍へのロードマップ」を推進してまいります。

ます。オフィスファニチュア分野においては、デザイナー型営業、ソリューション型営業の推進など「エスコ型直販ﾓﾃﾞﾙ」を確立するこ

（スキルマップ）し、あわせて標準的な取得すべき資格を定め、現在のポジションの把握並びに今後の進むべき方向の可視化を

エリアの近畿圏への拡大、営業力強化による新規顧客の獲得、運用サポートサービスの強化を図るとともに、フィールドサポ

⑦ 人材育成の強化、社員満足度の向上を図るため、入社後の年数をベースに社員の取り組むべき技能内容などをマップ化

アの障害切り分け機能の強化、ＳＰＯＣ型サービス（単一窓口での顧客対応）など顧客ニーズに適合したサービス強化により取扱い増

③ 商品販売部門では、営業拠点を九州、中部地区に拡大、全国拠点網を構築するとともに、ＯＡサプライ分野においては、物

流費削減をはじめめとしたサプライチェーンマネジメントの推進、直販比率の向上、ＷＥＢ戦略推進などにより収益体質の改善を図り
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４．連結財務諸表等

（１）連　結　貸　借　対　照　表

連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度

平成１８年７月２０日現在 平成１９年７月２０日現在 当期増減

　科　　　目 金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比

千円 千円 　　％ 千円 千円 　　％ 千円

（　　　資　　産　　の　　部　　　）

Ⅰ

１． 1,154,438 1,761,335

２． 2,617,929 2,798,175

３． 193,389 212,568

４． 100,371 161,105

５． 50,350 57,896

△ 2,289 △ 2,554

4,114,189 67.9 4,988,525 73.3 874,336 

Ⅱ

（１）

１．建 物※１ 758,619 763,295

減 価 償 却 累 計 額 420,049 338,569 440,153 323,142

２．器 具 備 品 318,084 　 331,310 　

減 価 償 却 累 計 額 272,117 45,967 277,868 53,442

３．土 地※１ 737,854 737,854

1,122,391 18.5 1,114,439 16.4 △ 7,952 

（２） 238,538 4.0 138,476 2.0 △ 100,062 

（３）

１．投 資 有 価 証 券 91,730 88,851

２．敷 金 保 証 金 140,473 139,790

３．繰 延 税 金 資 産 296,293 275,374

４．そ の 他 57,237 91,270

貸 倒 引 当 金 △ 5,843 △ 32,135

579,892 9.6 563,152 8.3 △ 16,740 

1,940,822 32.1 1,816,068 26.7 △ 124,754 

6,055,011 100.0 6,804,593 100.0 749,582 

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

有 形 固 定 資 産

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

た な 卸 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計
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連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度

平成１８年７月２０日現在 平成１９年７月２０日現在 当期増減

　科　　　目 金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比

千円 千円 　　％ 千円 千円 　　％ 千円

（　　　負　　債　　の　　部　　　）

Ⅰ

１． 1,632,878 1,917,019

２． ※１ 693,072 716,990

３． 114,800 129,346

４． 304,219 336,253

５． 42,802 218,359

６． 775,135 819,576

７． 220,782 325,562

８． 108,270 114,740

3,891,962 64.3 4,577,848 67.3 685,886 

Ⅱ

１． ※１ 187,590 50,600

２． 719,066 626,942

３． 84,703 104,651

991,360 16.3 782,194 11.5 △ 209,166 

4,883,322 80.6 5,360,042 78.8 476,720 

（　　　純　資　産　の　部　　　）

Ⅰ

１． 334,000 5.5 334,000 4.9 

２． 300,080 5.0 300,080 4.4 

３． 509,996 8.4 778,820 11.5 268,824 

1,144,076 18.9 1,412,900 20.8 268,824 

Ⅱ

１． 23,757 0.4 25,613 0.3 1,856 

23,757 0.4 25,613 0.3 1,856 

Ⅲ 3,855 0.1 6,037 0.1 2,182 

1,171,689 19.4 1,444,551 21.2 272,862 

6,055,011 100.0 6,804,593 100.0 749,582 

流 動 負 債

支 払 手 形 及 び 買 掛 金

短 期 借 入 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

前 受 金

未 払 金

賞 与 引 当 金

そ の 他

流 動 負 債 合 計

固 定 負 債

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

固 定 負 債 合 計

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

負 債 合 計

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

少 数 株 主 持 分

純 資 産 合 計

負 債 純 資 産 合 計

株 主 資 本 合 計

評 価 ・ 換 算 差 額 等

その他有価証券評価差額金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計
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（２）連　結　損　益　計　算　書

連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度

自　　平成１７年７月２１日 自　　平成１８年７月２１日

至　　平成１８年７月２０日 至　　平成１９年７月２０日

　科　　　目 金　　　　額 百分比 金　　　　額 百分比

千円 千円 ％ 千円 千円 ％ 千円

Ⅰ 売　上　高

１．保 守 売 上 高 5,124,684 5,401,420

２．商 品 売 上 高 5,833,804 5,435,743

３．ソ フ ト ウ ェ ア 開 発 売 上 高 1,576,367 12,534,856 100.0 1,401,350 12,238,515 100.0 △296,341

Ⅱ 売　上　原　価

１．保 守 売 上 原 価 3,350,212 3,420,887

２．商 品 売 上 原 価※１ 5,036,570 4,679,667

３．ソ フ ト ウ ェ ア 開発売上原価 1,308,167 9,694,950 77.3 1,064,421 9,164,976 74.9 △529,974

売 上 総 利 益 2,839,906 22.7 3,073,539 25.1 233,633

Ⅲ 販売費及び一般管理費

１．荷 造 運 送 費 47,281 38,720

２．貸 倒 引 当 金 繰 入 額 1,850

３．給 与 手 当 1,235,977 1,210,098

４．賞 与 引 当 金 繰 入 額 108,497 159,840

５．退 職 給 付 費 用 129,581 123,100

６．役員退職慰労引当金繰入額 17,124 17,068

７．福 利 厚 生 費 92,261 100,449

８．賃 借 料 106,796 111,094

９．減 価 償 却 費 98,999 100,070

10．連 結 調 整 勘 定 償 却 額 473

11．そ の 他 746,634 2,583,628 20.6 795,211 2,657,506 21.7 73,878

営 業 利 益 256,277 2.1 416,032 3.4 159,755

Ⅳ 営　業　外　収　益

１．受 取 利 息 304 631

２．受 取 配 当 金 2,309 1,986

３．受 取 地 代 家 賃 1,907 756

４．受 取 手 数 料 4,159 4,503

５．受 取 保 険 配 当 金 3,155

６．貸 倒 引 当 金 戻 入 益 1,355

７．そ の 他 15,333 25,369 0.2 6,799 17,832 0.1 △7,537

Ⅴ 営　業　外　費　用

１．支 払 利 息 18,831 11,530

２．そ の 他 4,442 23,274 0.2 3,971 15,501 0.1 △7,773

経 常 利 益 258,372 2.1 418,363 3.4 159,991

Ⅵ 特　別　利　益

１．退 職 給 付 制 度 終 了 益 153,591

２．投 資 有 価 証 券 売 却 益 27,199 27,199 0.2 153,591 1.3 126,392

Ⅶ 特　別　損　失

１．減 損 損 失※２ 15,849

２．貸 倒 引 当 金 繰 入 額※３ 26,676

３．固 定 資 産 除 却 損※４ 8,331 1,102

４．会 員 権 評 価 損 1,799 10,131 0.1 43,628 0.4 33,497

税 金等調整前当期純利益 275,440 2.2 528,327 4.3 252,887

法人税、住民税及び事業税 118,670 273,208

法 人 税 等 調 整 額 △ 3,181 115,489 0.9 △ 33,887 239,321 2.0 123,832

少 数 株 主 利 益 2,726 0.0 2,181 0.0 △545

当 期 純 利 益 157,224 1.3 286,823 2.3 129,599

当期増減
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自　平成１７年７月２１日　至　平成１８年７月２０日） （単位：千円）

334,000 300,080 370,771 1,004,851

剰 余 金 の 配 当 △ 18,000 △ 18,000

当 期 純 利 益 157,224 157,224

139,224 139,224

334,000 300,080 509,996 1,144,076

16,877 1,129 1,022,857

剰 余 金 の 配 当 △ 18,000

当 期 純 利 益 157,224

6,880 2,726 148,831

23,757 3,855 1,171,689平 成 １ ８ 年 ７ 月 ２ ０ 日 残 高

平 成 １ ７ 年 ７ 月 ２ ０ 日 残 高

連結会計年度中の変動額

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計

連結会計年度中の変動額

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

項 目

資 本 金

平 成 １ ７ 年 ７ 月 ２ ０ 日 残 高

株 主 資 本

資 本 剰 余 金利 益 剰 余 金株 主 資 本 合 計

連結会計年度中の変動額合計

平 成 １ ８ 年 ７ 月 ２ ０ 日 残 高

2,7266,880

少 数 株 主 持 分項 目

評 価 ・ 換 算
差 額 等

そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

9,606

純 資 産 合 計

11



ウチダエスコ㈱ (4699) 平成19年7月期決算短信

当連結会計年度（自　平成１８年７月２１日　至　平成１９年７月２０日） （単位：千円）

334,000 300,080 509,996 1,144,076

剰 余 金 の 配 当 △ 18,000 △ 18,000

当 期 純 利 益 286,823 286,823

268,823 268,823

334,000 300,080 778,820 1,412,900

23,757 3,855 1,171,689

剰 余 金 の 配 当 △ 18,000

当 期 純 利 益 286,823

1,855 2,181 272,861

25,613 6,037 1,444,551

4,037

純 資 産 合 計

連結会計年度中の変動額合計

平 成 １ ９ 年 ７ 月 ２ ０ 日 残 高

2,1811,855

少 数 株 主 持 分項 目

評 価 ・ 換 算
差 額 等

そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

連結会計年度中の変動額

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

項 目

資 本 金

平 成 １ ８ 年 ７ 月 ２ ０ 日 残 高

株 主 資 本

資 本 剰 余 金利 益 剰 余 金株 主 資 本 合 計

平 成 １ ９ 年 ７ 月 ２ ０ 日 残 高

平 成 １ ８ 年 ７ 月 ２ ０ 日 残 高

連結会計年度中の変動額

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

前連結会計年度 当連結会計年度

 自 平成１７年７月２１日  自 平成１８年７月２１日

 至 平成１８年７月２０日  至 平成１９年７月２０日

金　　　　　額 金　　　　　額

千円 千円

Ⅰ   営業活動によるキャッシュ・フロー

          税金等調整前当期純利益 275,440 528,327

          減価償却費 140,914 152,700

          連結調整勘定償却額 473

          貸倒引当金の増加額又は減少額（△） △ 3,920 26,556

          賞与引当金の増加額又は減少額（△） △ 26,064 104,780

          退職給付引当金の増加額又は減少額（△） 58,947 △ 92,124

          役員退職慰労引当金の増加額又は減少額（△） △ 28,277 19,948

          受取利息及び受取配当金 △ 2,613 △ 2,618

          支払利息 18,831 11,530

          投資有価証券売却益 △ 27,199

          会員権評価損 1,799

          固定資産除却損 8,331 1,102

          減損損失 15,849

          売上債権の減少額又は増加額（△） 441,890 △ 206,537

          たな卸資産の減少額又は増加額（△） 105,656 △ 19,178

          仕入債務の増加額 87,550 282,900

          未払金の増加額又は減少額（△） △ 8,838 10,484

          未払消費税等の増加額又は減少額（△） 10,004 △ 747

          前受金の増加額 15,867 44,441

          その他 4,902 40,191

                小          計 1,073,696 917,606

          利息及び配当金の受取額 2,613 2,688

          利息の支払額 △ 17,814 △ 11,921

          法人税等の支払額 △ 194,159 △ 98,714

      営業活動によるキャッシュ・フロー 864,336 809,658

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

         有形固定資産の取得による支出 △ 16,304 △ 38,041

         無形固定資産の取得による支出 △ 31,749 △ 18,127

         投資有価証券の取得による支出 △ 2,636 △ 1,280

         投資有価証券の売却による収入 58,033

         敷金保証金の差入による支出 △ 1,450 △ 1,651

         敷金保証金の返還による収入 927 2,271

         保険積立金の返還による収入 9,937

         その他 △ 9,323 △ 14,860

      投資活動によるキャッシュ・フロー 7,432 △ 71,689

Ⅲ  財務活動によるキャッシュ・フロー

        短期借入金の純増減額 △ 554,162 180,000

        長期借入れによる収入 200,000

        長期借入金の返済による支出 △ 246,844 △ 293,072

        配当金の支払額 △ 18,000 △ 18,000

      財務活動によるキャッシュ・フロー △ 619,006 △ 131,072

Ⅳ  現金及び現金同等物の増加額 252,763 606,896

Ⅴ  現金及び現金同等物の期首残高 901,674 1,154,438

Ⅵ  現金及び現金同等物の期末残高　　　　　　　　　　　　※１ 1,154,438 1,761,335

　　科　　　目

期　　　別　　
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（５）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　１．連結の範囲に関する事項 　１．連結の範囲に関する事項

子会社は全て連結しております。当該連結子会社は、 同　　　　　　　　　　左

　２.連結子会社の事業年度等に関する事項 　２.連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち株式会社エスコ・アシストの決算日は平 連結子会社のうち株式会社エスコ・アシストの決算日は平

成18年6月30日であります。 成19年6月30日であります。

連結財務諸表の作成に当たっては、同決算日現在の財 連結財務諸表の作成に当たっては、同決算日現在の財

な取引については、連結上必要な調整を行っております。 な取引については、連結上必要な調整を行っております。

　３.会計処理基準に関する事項 　３.会計処理基準に関する事項

　（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 　（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券 イ　有価証券

その他有価証券 その他有価証券

（イ）時価のあるもの （イ）時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法によってお 同　　　　　　　　　　左

ります。（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定してお

　　　　ります。）

（ロ）時価のないもの （ロ）時価のないもの

　　　　　移動平均法による原価法によっております。 同　　　　　　　　　　左

ロ　デリバティブ ロ　デリバティブ

　時価法 同　　　　　　　　　　左

ハ　たな卸資産 ハ　たな卸資産

（イ）商品・保守部品 （イ）商品・保守部品

　　　　　移動平均法による低価法によっております。 同　　　　　　　　　　左

（ロ）仕掛品 （ロ）仕掛品

　　　　　個別法による原価法によっております。 同　　　　　　　　　　左

　（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 　（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産 イ　有形固定資産

　建物（建物附属設備を除く） 　建物（建物附属設備を除く）

定額法によっております。なお、主な耐用年数は9年 （イ）平成19年3月31日以前に取得したもの

～42年であります。 　　 旧定額法

　上記以外の有形固定資産 （ロ）平成19年4月1日以降に取得したもの

定率法によっております。なお、主な耐用年数は6年 　　 定額法

～22年であります。  主な耐用年数　9年～42年

なお、取得価額が10万円以上20万円未満の資産につ  上記以外の有形固定資産

いては、3年間で均等償却する方法を採用しております。 （イ）平成19年3月31日以前に取得したもの

　　 旧定率法

（ロ）平成19年4月1日以降に取得したもの

　　 定率法

 主な耐用年数　6年～22年

なお、取得価額が10万円以上20万円未満の資

産については、3年間で均等償却する方法を採用

しております。

　至　平成１８年７月２０日 　至　平成１９年７月２０日

務諸表を使用しております。ただし、平成18年7月1日から

前連結会計年度

務諸表を使用しております。ただし、平成19年7月1日から

連結決算日平成19年7月20日までの期間に発生した重要

当連結会計年度

　自　平成１８年７月２１日　自　平成１７年７月２１日

株式会社エスコ・アシストの3社であります。

アーク株式会社、株式会社ユーアイ・テクノ・サービス及び

連結決算日平成18年7月20日までの期間に発生した重要
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ロ　無形固定資産 ロ　無形固定資産

　ソフトウェア 　ソフトウェア

（イ）市場販売目的のソフトウェア （イ）市場販売目的のソフトウェア

見込有効期間（3年）における見込販売数量に基づく償 同　　　　　　　　　　左

却額と販売可能な残存有効期間に基づく均等配分額を

比較し、いずれか大きい金額を計上しております。

（ロ）自社利用のソフトウェア （ロ）自社利用のソフトウェア

社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法に 同　　　　　　　　　　左

よっております。

　（３）重要な引当金の計上基準 　（３）重要な引当金の計上基準

イ　貸倒引当金 イ　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込 同　　　　　　　　　　左

額を計上しております。

（イ）一般債権 （イ）一般債権

　貸倒実績率法によっております。 同　　　　　　　　　　左

（ロ）貸倒懸念債権及び破産更生債権 （ロ）貸倒懸念債権及び破産更生債権

　財務内容評価法によっております。 同　　　　　　　　　　左

ロ　賞与引当金 ロ　賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額 同　　　　　　　　　　左

に基づき当連結会計年度に見合う分を計上しております。

ハ　退職給付引当金 ハ　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末に 同　　　　　　　　　　左

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当連結会計年度において発生していると認められる額を

計上しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理することとしております。

（追加情報）

当社は、平成18年11月に税制適格年金の契約を解約

し、退職年金制度の一部を確定拠出年金に移行しており

ます。上記の移行に伴い「退職給付制度間の移行等に関

する会計処理」（企業会計基準適用指針第1号）を適用し

た結果、「退職給付制度終了益」として特別利益に

153,591千円計上しております。

ニ　役員退職慰労引当金 ニ　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労 同　　　　　　　　　　左

金規程に基づく期末要支給額を計上しております。

　（４）重要なリース取引の処理方法 　（４）重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの 同　　　　　　　　　　左

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　自　平成１７年７月２１日

以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

当連結会計年度前連結会計年度

　至　平成１８年７月２０日

　自　平成１８年７月２１日

　至　平成１９年７月２０日
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　（５）重要なヘッジ会計の方法 　（５）重要なヘッジ会計の方法

イ　ヘッジ会計の方法 イ　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。 　金利スワップについては特例処理の要件を充たしており

なお、金利スワップについて特例処理の条件を充たして ますので、特例処理を採用しております。

いる場合には特例処理を採用しております。

ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象 ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段として、金利スワップ取引を行っており、借入 同　　　　　　　　　　左

金に係る金利変動リスクをヘッジ対象としております。

ハ　ヘッジ方針 ハ　ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ 同　　　　　　　　　　左

取引を行っており、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に

行っております。

ニ　ヘッジ有効性評価の方法 ニ　ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手 　金利スワップについては特例処理によっているため、有

段のキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額 効性の評価を省略しております。

の比率によって有効性を評価しております。

ただし、特例処理によっている金利スワップについて

は、有効性の評価を省略しております。

　（６）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 　（６）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　　消費税等の会計処理 　　消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 同　　　　　　　　　　左

　４．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 　４．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評 同　　　　　　　　　　左

価法によっております。

　５.連結調整勘定の償却に関する事項 　５.

連結調整勘定の償却については、5年間の均等償却を

行っております。

　６.連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 　６.連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現 同　　　　　　　　　　左

する短期投資からなっております。

　至　平成１９年７月２０日

当連結会計年度

　自　平成１８年７月２１日

スクしか負わない取得日から3ヶ月以内に償還期限の到来

易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリ

金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容

　至　平成１８年７月２０日

前連結会計年度

　自　平成１７年７月２１日

16



ウチダエスコ㈱ (4699) 平成19年7月期決算短信

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

（表示方法の変更）

改正後の連結財務諸表規則により作成しております。

なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計

期間における連結貸借対照表の純資産の部については、

基準適用指針第8号）　を適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

1,167,833千円であります。

示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成

17年12月9日 企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12月9日 企業会計

関する意見書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））

及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年 10月 31日 企業

会計基準適用指針第6号）を適用しております。

前連結会計年度 当連結会計年度

自　平成１７年７月２１日 自　平成１８年７月２１日

至　平成１８年７月２０日 至　平成１９年７月２０日

（固定資産の減損に係る会計基準）

当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計

基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に

　これによる損益に与える影響はありません。

（連結貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

当連結会計年度から 「貸借対照表の純資産の部の表

　この変更に伴う損益への影響は軽微であります。

平成19年度の法人税法の改正（（所得税法等の一部を

変更しております。

（固定資産の減価償却方法の変更）

したものについては、改正後の法人税法に基づく方法に

前連結会計年度 当連結会計年度

改正する法律 平成19年3月30日 法律第6号）及び（法

人税法施行令の一部を改正する政令 平成19年3月30

日 政令第83号））に伴い、平成19年4月1日以降に取得

前連結会計年度まで独立科目で掲記していた営業外 前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含めて

自　平成１７年７月２１日 自　平成１８年７月２１日

至　平成１８年７月２０日 至　平成１９年７月２０日

（連結損益計算書） （連結損益計算書）

収益の「受取保険配当金」は、金額が僅少となったため、 表示していた「受取保険配当金」は、営業外収益の合計額

営業外収益の「その他」に含めて表示することに変更しま の100分の10を超えることとなったため区分掲記することに

した。 変更しました。

なお、当連結会計年度における「受取保険配当金」の金 なお、前連結会計年度における「受取保険配当金」の金

額は、1,281千円であります。 額は、1,281千円であります。
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（７）連結財務諸表に関する注記事項

（連結貸借対照表関係）

※１ 担保提供資産 ※１ 担保提供資産

　　（担保に供している資産） 　　（担保に供している資産）

建 物 267,467千円   建 物 259,032千円

土 地 718,902千円   土 地 718,902千円

計 986,370千円   計 977,935千円

　　（上記に対応する債務） 　　（上記に対応する債務）

短 期 借 入 金 326,660千円   短 期 借 入 金 418,860千円   

長 期 借 入 金 139,460千円   長 期 借 入 金 50,600千円   

計 466,120千円   計 469,460千円   

（連結損益計算書関係）

※１ ※１

　　評価減額は、336千円であります。 　　評価減額は、193千円であります。

※２ ※２ 減損損失

無形固定資産 （遊休資産） 15,849千円   

※３ ※３ 不正取引による影響

額を特別損失に計上しております。

※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建 物 131千円   器 具 備 品 1,102千円   

器 具 備 品 4,429千円   

無 形 固 定 資 産 3,737千円   

投資その他の資産（その他） 33千円   

計 8,331千円   

なお、回収可能価額は正味売却価額によっております。

回収可能価額が帳簿価額に対して下落しているため、

当連結会計年度において帳簿価額を回収可能価額

上記の無形固定資産については、遊休資産であり、

計上しております。

まで減額し、15,849千円を減損損失として特別損失に

損失を計上しております。

当連結グループは、事業用資産については、管理

会計上の単位に基づきグルーピングしております。

前連結会計年度

平成１８年７月２０日現在

当連結会計年度

平成１９年７月２０日現在

当社の元社員による不正取引により、貸倒引当金繰入

前連結会計年度 当連結会計年度

自　　平成１７年７月２１日 自　　平成１８年７月２１日

売上原価に含まれるたな卸資産に関する低価法による 売上原価に含まれるたな卸資産に関する低価法による

至　　平成１８年７月２０日 至　　平成１９年７月２０日

当連結会計年度において、以下の資産について減損
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成１７年７月２１日　至　平成１８年７月２０日）

１．発行済株式に関する事項

２．配当に関する事項

　（１）配当金支払額

　（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

当連結会計年度（自　平成１８年７月２１日　至　平成１９年７月２０日）

１．発行済株式に関する事項

２．配当に関する事項

　（１）配当金支払額

　（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 ※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

　　掲記されている科目の金額との関係 　　掲記されている科目の金額との関係

（平成１８年７月２０日現在）　　　　　 （平成１９年７月２０日現在）　　　　

平成１７年１０月１４日

3,600,000

当連結会計年度末

3,600,000

18,000

配当金の総額（千円） 効力発生日基準日
１株当たり配
当 額 （ 円 ）

5.00 平成１７年７月２０日

基準日

決議 株式の種類

減少増加株式の種類

普通株式（株）

前連結会計年度末

5.00普通株式
平成１８年１ ０月１ ２日
定 時 株 主 総 会

利益剰余金 18,000 平成１８年７月２０日

効力発生日

平成１７年１ ０月１ ３日
定 時 株 主 総 会

普通株式

配当の原資
配当金の総
額 （ 千 円 ）

決議 株式の種類
１株当たり配
当 額 （ 円 ）

平成１８年１０月１３日

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

当連結会計年度

自　　平成１８年７月２１日

至　　平成１９年７月２０日

前連結会計年度

自　　平成１７年７月２１日

至　　平成１８年７月２０日

当連結会計年度末

普通株式（株）

現金及び現金同等物 1,761,335千円   

1,154,438千円   

1,154,438千円   

現 金 及 び 預 金 勘 定

現金及び現金同等物

現 金 及 び 預 金 勘 定 1,761,335千円   

株式の種類 前連結会計年度末

基準日 効力発生日

3,600,000 3,600,000

増加 減少

平成１８年７月２０日 平成１８年１０月１３日

決議 株式の種類

平成１８年１ ０月１ ２日
定 時 株 主 総 会

普通株式 18,000 5.00

配当金の総額（千円）
１株当たり配
当 額 （ 円 ）

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総
額 （ 千 円 ）

１株当たり配
当 額 （ 円 ）

基準日 効力発生日

平成１９年１ ０月１ １日
定 時 株 主 総 会

普通株式 利益剰余金 36,000 10.00 平成１９年７月２０日 平成１９年１０月１２日
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　（リース取引関係）

前連結会計年度 当連結会計年度

自　平成１７年７月２１日 自　平成１８年７月２１日

至　平成１８年７月２０日 至　平成１９年７月２０日

以外のファイナンス・リース取引 以外のファイナンス・リース取引

１．借主側 １．借主側

　額及び期末残高相当額 　額及び期末残高相当額

取 得 価 額減 価 償 却期 末 残 高 取 得 価 額減 価 償 却期 末 残 高

累 計 額 累 計 額

相 当 額相 当 額相 当 額 相 当 額相 当 額相 当 額

千円 千円 千円 千円 千円 千円

器 具 備 品 27,519 23,652 3,866 器 具 備 品 9,439 8,967 471

(２)未経過リース料期末残高相当額 (２)未経過リース料期末残高相当額

　　　　１　　　年　　　内 13,449千円 　　　　１　　　年　　　内 6,301千円

　　　　１　　　年　　　超 11,668千円 　　　　１　　　年　　　超 4,886千円

　　　　　合　　　　　計 　　　　　合　　　　　計

6,142千円 3,588千円

6,067千円 3,394千円

162千円 40千円

(４)減価償却費相当額の算定方法 (４)減価償却費相当額の算定方法

(５)利息相当額の算定方法 (５)利息相当額の算定方法

によっております。

２．貸主側 ２．貸主側

未経過リース料期末残高相当額 未経過リース料期末残高相当額

　　　　１　　　年　　　内 9,900千円 　　　　１　　　年　　　内 5,807千円

　　　　１　　　年　　　超 11,174千円 　　　　１　　　年　　　超 4,886千円

　　　　　合　　　　　計 　　　　　合　　　　　計

で、ほぼ同額の残高が上記借主側の未経過リース料期末

残高相当額に含まれております。）

10,693千円

（上記は、全て転貸リース取引に係る貸主側の未経過リー

ス料期末残高相当額であります。なお、当該転貸リース取

引はおおむね同一の条件で第三者にリースしているの

25,117千円

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

(１)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当(１)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

11,187千円

(３)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

同　　　　　左

支 払 リ ー ス 料

減 価 償 却 費 相 当 額

支 払 利 息 相 当 額

よっております。

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に

利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を 同　　　　　左

(３)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支 払 リ ー ス 料

減 価 償 却 費 相 当 額

支 払 利 息 相 当 額

で、ほぼ同額の残高が上記借主側の未経過リース料期末

残高相当額に含まれております。）

21,075千円

（上記は、全て転貸リース取引に係る貸主側の未経過リー

ス料期末残高相当額であります。なお、当該転貸リース取

引はおおむね同一の条件で第三者にリースしているの
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

ます。

計算することができないため、当該年金基金への要拠出額を退職給付費用としております。

２．退職給付債務及びその内訳

千円 千円

（１） 退職給付債務

（２） 年金資産

（３） 未積立退職給付債務　（１）＋（２）

（４） 未認識数理計算上の差異

（５） 退職給付引当金　（３）＋（４）

（注）１．連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

 であります。

３．退職給付費用の内訳

千円 千円

（１） 勤務費用

（２） 利息費用

（３） 期待運用収益（減算）

（４） 数理計算上の差異の費用処理額

（５） 臨時に支払った割増退職金

（６） 総合設立型厚生年金基金への拠出額

（７） 確定拠出年金への拠出額

（８） 退職給付費用

（９） 退職給付制度変更による終了益

（注）１．簡便法を適用している連結子会社の退職給付費用は（１）勤務費用に計上しております。

　　　２．「（６）総合設立型厚生年金基金への拠出額」は従業員拠出額を控除しております。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

（１） 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準

（２） 割引率 2.0% 2.0%

（３） 期待運用収益率 2.0% 2.0%

（４） 数理計算上の差異の処理年数 10年 10年

こととしております。) こととしております。)

38,755

197,290

△ 153,591

208,708

当連結グループは、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、確定拠出年金制度及び退職一時金制度を設けておりま

す。当社については、昭和57年2月1日に厚生年金基金（全国情報サービス産業厚生年金基金）に加入しております。

なお、従来設けておりました適格退職年金制度については、平成18年11月1日に廃止し、確定拠出年金制度を導入しており

△ 665,022

前連結会計年度

平成１８年７月２０日現在

当連結会計年度

平成１９年７月２０日現在

△ 1,353,796

なお、厚生年金基金（代行部分を含む）は、総合設立型厚生年金基金であり、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に

の年数（10年）による定額法により

（数理計算上の差異は、各連結会

△ 626,942

記には含めておりません。なお、掛金拠出割合により計算した平成19年6月30日現在の年金資産の額は1,397,052千円

２．自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができない総合設立型厚生年金基金については、上

至　平成１８年７月２０日

自　平成１８年７月２１日

208,708 43,699計

至　平成１９年７月２０日

前連結会計年度

自　平成１７年７月２１日

25,479

16,475

80,817

25,000

15,405

△ 2,322

当連結会計年度

464,440

170,289

△ 719,066

△ 889,355 △ 665,022

38,079

連結会計年度から費用処理する

按分した額をそれぞれ発生の翌

連結会計年度から費用処理する

66,51565,817

計年度の発生時における従業員

当連結会計年度前連結会計年度

平成１８年７月２０日現在

の平均残存勤務期間以内の一定

平成１９年７月２０日現在

19,690

57,619

按分した額をそれぞれ発生の翌

4,841

△ 8,096

の年数（10年）による定額法により

（数理計算上の差異は、各連結会

計年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定
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（ストック・オプション等）

　前連結会計年度（自　平成１７年７月２１日　至　平成１８年７月２０日）

　　該当事項はありません。

　当連結会計年度（自　平成１８年７月２１日　至　平成１９年７月２０日）

　　該当事項はありません。

（企業結合等）

　前連結会計年度（自　平成１７年７月２１日　至　平成１８年７月２０日）

　　該当事項はありません。

　当連結会計年度（自　平成１８年７月２１日　至　平成１９年７月２０日）

　　該当事項はありません。

（税効果会計関係）

１． 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １． 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

　繰延税金資産（流動） 　繰延税金資産（流動）

賞与引当金 89,858千円 賞与引当金 132,504千円

未払事業税 5,299千円 未払事業税 18,104千円

未払金 1,646千円 未払金 1,652千円

未払費用 11,496千円 未払費用 15,775千円

たな卸資産 440千円 たな卸資産 1,539千円

その他 475千円 その他 1,985千円

　繰延税金資産小計 109,217千円 　繰延税金資産小計 171,561千円

評価性引当額 △8,846千円 評価性引当額 △10,456千円

　繰延税金資産合計 100,371千円 　繰延税金資産合計 161,105千円

　繰延税金資産（固定） 　繰延税金資産（固定）

会員権 13,646千円 会員権 13,507千円

退職給付引当金 292,528千円 退職給付引当金 254,357千円

役員退職慰労引当金 34,474千円 役員退職慰労引当金 42,593千円

貸倒引当金 893千円 貸倒引当金 12,066千円

投資有価証券 8,667千円 投資有価証券 8,667千円

繰越欠損金 6,201千円 無形固定資産 7,407千円

その他 343千円 その他 316千円

　繰延税金資産小計 356,754千円 　繰延税金資産小計 338,917千円

評価性引当額 △44,154千円 評価性引当額 △53,164千円

　繰延税金資産合計 312,599千円 　繰延税金資産合計 285,753千円

　繰延税金負債（固定） 　繰延税金負債（固定）

有価証券評価差額 △16,305千円 有価証券評価差額 △10,378千円

　繰延税金負債合計 △16,305千円 　繰延税金負債合計 △10,378千円

　繰延税金資産の純額 296,293千円 　繰延税金資産の純額 275,374千円

２． ２．

　率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　法定実効税率 40.7%  

（調整）

交際費等永久に損金に算入

されない項目

受取配当金等永久に益金に

算入されない項目

評価性引当額の増減 2.0   

住民税均等割 1.7   

その他 △ 0.2   

　の負担率

税効果会計適用後の法人税等

1.2   

△ 0.1   

45.3%  

率との差異が法定実効税率の100分の5以下であるため、

　その差異発生原因についての記載を省略しております。

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

当連結会計年度前連結会計年度

平成１８年７月２０日現在 平成１９年７月２０日現在

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
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（1株当たり情報）

１株当たり純資産額 324円40銭 １株当たり純資産額 399円59銭

１株当たり当期純利益 43円67銭 １株当たり当期純利益 79円67銭

（注）算定上の基礎

　１　　１株当たり純資産額

　２　　１株当たり当期純利益

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益について

当連結会計年度前連結会計年度

至　平成１８年７月２０日 至　平成１９年７月２０日

自　平成１７年７月２１日 自　平成１８年７月２１日

なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益について

1,444,551

3,600

は、潜在株式がないため記載しておりません。は、潜在株式がないため記載しておりません。

6,037

前連結会計年度 当連結会計年度

平成１８年７月２０日現在 平成１９年７月２０日現在

連結貸借対照表の純資産の部の合計額
1,171,689 1,444,551

（千円）

3,600

普 通株式に係る純資産額 （千円 ） 1,171,689

連結貸借対照表の純資産の部の合計

額と1株当り純資産額の算定に用いられた

普通株式に係る連結会計年度末の純

資産額との差額（千円）

3,855

１株当たり純資産額の算定に用いられた

普通株式の数（千株）
3,600

普通株式の発行済株式数 （千株 ）

普 通 株 式 の 自 己 株 式 数 （ 千 株 ）

3,600

当 期 純 利 益 （ 千 円 ） 157,224  286,823  

前連結会計年度 当連結会計年度

自　平成１７年７月２１日 自　平成１８年７月２１日

普通株式の期中平均株式数（千株） 3,600  3,600  

　少数株主持分

普通株主に帰属しない金額（千円）

普通株式に係る当期純利益（千円） 157,224  286,823  

至　平成１８年７月２０日 至　平成１９年７月２０日
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５．セグメント情報

（１）事業の種類別セグメント情報

　　

　

行っており、コンピュータ関連事業以外に事業の種類がないため、該当事項はありません。

（２）所在地別セグメント情報

　　

　

（３）海外売上高

　　

　１９年７月２０日）において、海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。

前連結会計年度（自平成１７年７月２１日 至平成１８年７月２０日）及び当連結会計年度（自平成１８年７月２１日 至平成

１９年７月２０日）において、当連結グループは、コンピュータの保守及びソフトウェア開発並びにこれらに附帯する商品の販売を

前連結会計年度（自平成１７年７月２１日 至平成１８年７月２０日）及び当連結会計年度（自平成１８年７月２１日 至平成

前連結会計年度（自平成１７年７月２１日 至平成１８年７月２０日）及び当連結会計年度（自平成１８年７月２１日 至平成

１９年７月２０日）において、本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。
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６．生産、受注及び販売の状況

（１）生産実績

千円　 ％　　　

（注）１．金額は販売価格によっております。

　　　２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

（２）商品仕入実績

千円　　 ％　　　

（３）受注実績

千円　　 千円　　

（４）販売実績

千円　　　 ％　　　

（注）１．最近2連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

割合（％） 割合（％）

25.1    24.9    

　　 ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

Ｉ Ｔ 関 連 機 器

Ｓ Ｉ サ ー ビ ス

3,051,742   3,149,978   株 式 会 社 内 田 洋 行

相 手 先
前連結会計年度

金額（千円） 金額（千円）

当連結会計年度

ネ ッ ト ワ ー ク サ ー ビ ス

メ ー カ ー リ ペ ア サ ー ビ ス

Ｏ Ａ サ プ ラ イ

オ フ ィ ス フ ァ ニ チ ュ ア

95.6          

商 品 仕 入 高

前 年 同 期 比

1,367,568　　　

102.4          

生 産 高区 分

区 分

合 計

保　　　　守

Ｓ Ｉ サ ー ビ ス

Ｓ Ｉ サ ー ビ ス

Ｏ Ａ サ プ ラ イ

オ フ ィ ス フ ァ ニ チ ュ ア

Ｉ Ｔ 関 連 機 器

フ ィ ー ル ド サ ポ ー ト

合 計

区 分

合 計

小 計

区 分

合 計

小 計

小 計

商 品 販 売

ソフトウェア開発

157,807　　　　　

157,807　　　　　

受 注 高

販 売 高

受 注 残 高

1,408,185　　　　　

1,408,185　　　　　

前 年 同 期 比

4,695,009　　　 92.5          

102.4          

1,367,568　　　

前 年 同 期 比

3,021,818　　　

518,199　　　

1,154,992　　　

95.8          

72.8          

717,168          

1,276,402          

3,442,172          

107.7          

773,432          

5,401,420          

1,953,759          

2,674,228          

105.4          

102.6          

97.6          

1,401,350          

1,401,350          

5,435,743          

12,238,515          

93.2          

88.9          

88.9          

109.9          

97.2          

79.7          

91.6          
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７．有価証券の時価等

前連結会計年度

　１．その他有価証券で時価のあるもの（平成１８年７月２０日現在）

千円 千円 千円

　２．時価のない主な有価証券の内容（平成１８年７月２０日現在）

　その他有価証券

非上場株式（店頭売買株式を除く）

当連結会計年度

　１．その他有価証券で時価のあるもの（平成１９年７月２０日現在）

千円 千円 千円

　２．時価のない主な有価証券の内容（平成１９年７月２０日現在）

　その他有価証券

非上場株式（店頭売買株式を除く）

40,062      

種 類

合　　　　　計 42,025      82,088      

取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差 額

取 得 原 価 連結貸借対照表計上額

42,025      82,088      40,062      

種 類 差 額

連結貸借対照表計上額

千円

9,642         

連結貸借対照表計上額が
取 得 原 価 を 超 え る も の

株　　　　　式

千円

株　　　　　式 43,218      79,209      

9,642         

79,209      35,991      

連結貸借対照表計上額

連結貸借対照表計上額が
取 得 原 価 を 超 え る も の

35,991      

合　　　　　計 43,218      
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８．デリバティブ取引関係

前連結会計年度（自　平成１７年７月２１日　至　平成１８年７月２０日）

　１.取引の状況に関する事項

　　取引の内容及び利用目的等

　　  将来の金利上昇リスクを回避するため、変動金利の借入金の調達資金を固定金利の調達資金に換える金利スワップ取引

　  を利用しております。

　　取引に対する取組方針

　　  金利スワップ取引は、借入金に係る金利変動リスクを回避するために利用することとしており、投機的取引は行わない方針

　  であります。

　　取引に係るリスクの内容

　　  金利スワップ取引は、市場金利の変動によるリスクを有しております。

　　  なお、当社の契約先はいずれも信用度の高い国内の銀行であるため、相手先の契約不履行による信用リスクはほとんど

　  ないものと判断しております。

　　取引に係るリスクの管理体制

　　  金利スワップ取引の実行及び管理は、管理本部で行っております。その実行に当たっては、社内規定に基づき個別に事

　  前決裁を受けて実施しております。

　２.取引の時価等に関する事項

　　  金利スワップ取引を行っておりますが、全てヘッジ会計を適用しておりますので開示の対象から除いております。

当連結会計年度（自　平成１８年７月２１日　至　平成１９年７月２０日）

　１.取引の状況に関する事項

　　取引の内容及び利用目的等

　　  将来の金利上昇リスクを回避するため、変動金利の借入金の調達資金を固定金利の調達資金に換える金利スワップ取引

　  を利用しております。

　　取引に対する取組方針

　　  金利スワップ取引は、借入金に係る金利変動リスクを回避するために利用することとしており、投機的取引は行わない方針

　  であります。

　　取引に係るリスクの内容

　　  金利スワップ取引は、市場金利の変動によるリスクを有しております。

　　  なお、当社の契約先はいずれも信用度の高い国内の銀行であるため、相手先の契約不履行による信用リスクはほとんど

　  ないものと判断しております。

　　取引に係るリスクの管理体制

　　  金利スワップ取引の実行及び管理は、管理本部で行っております。その実行に当たっては、社内規定に基づき個別に事

　  前決裁を受けて実施しております。

　２.取引の時価等に関する事項

　　  金利スワップ取引を行っておりますが、全てヘッジ会計を適用しておりますので開示の対象から除いております。
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９．関連当事者との取引

　前連結会計年度（自平成１７年７月２１日　至平成１８年７月２０日）

（１）親会社及び法人主要株主等

千円 千円 千円
受 取 手 形
及び売掛金

806,272

兼任２名 前 受 金 633,348

間 接   10.4
商品の仕入 794,040

支 払 手 形
及び買掛金

510,705

（注）１．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

　　　２．取引条件及び取引条件の決定方針等

（１） 当社商品等の販売については市場価格、総原価等を勘案して当社希望価格を提示し、了承を得たうえ、一般取引条件

　　　　　 と同様に決定しております。

（２） 当社商品の仕入等については、市場価格から算定した価格並びに取引会社から提示された価格を検討のうえ決定して

　　　　　おります。

　当連結会計年度（自平成１８年７月２１日　至平成１９年７月２０日）

（１）親会社及び法人主要株主等

千円 千円 千円
受 取 手 形
及び売掛金

959,108

兼任２名 前 受 金 695,714

間 接   10.1
商品の仕入 679,681

支 払 手 形
及び買掛金

654,940

（注）１．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

　　　２．取引条件及び取引条件の決定方針等

（１） 当社商品等の販売については市場価格、総原価等を勘案して当社希望価格を提示し、了承を得たうえ、一般取引条件

　　　　　 と同様に決定しております。

（２） 当社商品の仕入等については、市場価格から算定した価格並びに取引会社から提示された価格を検討のうえ決定して

　　　　　おります。

属性
会社等の
名 称

住所
資本金又
は出資金

東 京 都
中 央 区

5,000,000

科目 期末残高
事業の
内　容

議 決 権 等
の 所 有
（ 被所有 ）
割合 （ ％ ）

関係内容
取引の
内　容

取引金額事業上
の関係

役員の
兼任等

コンピュータ
保守、ソ フ ト
ウェア開発売
上及びＯＡサ
プライの販売

3,119,152当社製品
の販売並
びに商品
の 仕 入

事務機専
門 商 社

（ 被所有 ）
直 接 34.4

属性
会社等の
名 称

住所
資本金又
は出資金

事業の
内　容

議 決 権 等
の 所 有
（ 被所有 ）
割合 （ ％ ）

親会社
株式会社
内田洋行

事務機専
門 商 社

（ 被所有 ）
直 接 34.4

関係内容
取引の
内　容

当社製品
の販売並
びに商品
の 仕 入

コンピュータ
保守、ソ フ ト
ウェア開発売
上及びＯＡサ
プライの販売

親会社
株式会社
内田洋行

東 京 都
中 央 区

5,000,000

期末残高役員の
兼任等

事業上
の関係

3,034,065

取引金額 科目
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１０．個　別　財　務　諸　表　等

（１）貸　借　対　照　表

期　　　　　別 第　３　４　期 第　３　５　期

平成１８年７月２０日現在 平成１９年７月２０日現在

科　　　　　目 構成比 構成比 金　　額

千円 千円 　％ 千円 千円 　％ 千円

（　　　資　　産　　の　　部　　　）

Ⅰ

１． 1,024,691 1,613,922 

２． ※２ 873,219 968,074 

３． ※２ 1,716,283 1,771,888 

４． 140,258 153,247 

５． 10,591 6,667 

６． 38,239 48,771 

７． 19,968 

８． 15,456 14,251 

９． 100,399 161,120 

10． 81,510 40,000 

11． 32,515 16,514 

△1,920 △2,211 

4,031,244 67.1 4,812,217 72.3 780,973

Ⅱ

（１）

１． 建 物※１ 756,199 760,876 

減 価 償 却 累 計 額 418,261 337,937 438,189 322,687 

２． 器 具 備 品 305,764 315,725 

減 価 償 却 累 計 額 264,307 41,456 268,779 46,945 

３． 土 地※１ 737,854 737,854 

1,117,249 18.6 1,107,487 16.6 △ 9,762

（２）

１． ソ フ ト ウ ェ ア 197,831 108,367 

２． 電 話 加 入 権 39,414 25,576 

237,246 3.9 133,943 2.0 △ 103,303

（３）

１． 投 資 有 価 証 券 91,488 88,609 

２． 関 係 会 社 株 式 64,500 64,500 

３． 破 産 更 生 債 権 等 5,843 32,135 

４． 長 期 前 払 費 用 11 155 

５． 会 員 権 1,870 1,880 

６． 保 険 積 立 金 31,057 35,913 

７． 敷 金 保 証 金 140,473 139,790 

８． 繰 延 税 金 資 産 295,950 275,058 

貸 倒 引 当 金 △5,843 △32,135 

625,352 10.4 605,907 9.1 △ 19,445

1,979,847 32.9 1,847,338 27.7 △ 132,509

6,011,092 100.0 6,659,555 100.0 648,463

当期増減

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

有 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

投資その他の資産合計

無 形 固 定 資 産

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

金　　　額

商 品

保 守 部 品

仕 掛 品

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

そ の 他

繰 延 税 金 資 産

金　　　額

無 形 固 定 資 産 合 計

前 払 費 用

固 定 資 産

関 係 会 社 短 期 貸 付 金

前 渡 金
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期　　　　　別 第　３　４　期 第　３　５　期

平成１８年７月２０日現在 平成１９年７月２０日現在

科　　　　　目 構成比 構成比 金　　額

千円 千円 　％ 千円 千円 　％ 千円

（　　　負　　債　　の　　部　　　）

Ⅰ

１． ※２ 783,237 999,195 

２． ※２ 903,365 960,829 

３． ※１ 390,000 570,000 

４． ※１ 293,072 136,990 

５． 139,858 147,220 

６． 274,144 300,498 

７． 38,496 193,081 

８． 37,703 35,419 

９． ※２ 774,143 818,691 

10． 51,668 56,856 

11． 204,337 307,379 

12． 3,033 3,357 

3,893,061 64.7 4,529,519 68.0 636,458

Ⅱ

１． ※１ 187,590 50,600 

２． 713,159 618,657 

３． 54,054 67,044 

954,803 15.9 736,302 11.1 △ 218,501

4,847,865 80.6 5,265,821 79.1 417,956

（　　　純　資　産　の　部　　　）

Ⅰ

１． 334,000 5.6 334,000 5.0 

２．

（１） 資 本 準 備 金 300,080 300,080 

300,080 5.0 300,080 4.5 

３．

（１） 利 益 準 備 金 28,818 28,818 

（２） そ の 他 利 益 剰 余 金

別 途 積 立 金 320,000 430,000 

繰 越 利 益 剰 余 金 156,570 275,222 

505,388 8.4 734,040 11.0 228,652

1,139,468 19.0 1,368,120 20.5 228,652

Ⅱ

１． 23,757 0.4 25,613 0.4 1,856

23,757 0.4 25,613 0.4 1,856

1,163,226 19.4 1,393,733 20.9 230,507

6,011,092 100.0 6,659,555 100.0 648,463

その他有価証券評価差額金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

純 資 産 合 計

負 債 純 資 産 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

株 主 資 本 合 計

評 価 ・ 換 算 差 額 等

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

そ の 他

一年内返済予定長期借入金

金　　　　　額

流 動 負 債

支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

預 り 金

当期増減

賞 与 引 当 金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 費 用

金　　　　　額

未 払 消 費 税 等

前 受 金

長 期 借 入 金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

固 定 負 債

退 職 給 付 引 当 金
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（２）損　益　計　算　書

　　　　　　　　期　　　別 第　３　４　期 第　３　５　期
自　平成１７年７月２１日 自　平成１８年７月２１日 当期増減
至  平成１８年７月２０日 至  平成１９年７月２０日

　　科　　　目 金　　　額 百分比 金　　　額 百分比 金　　額
千円 千円 ％ 千円 千円 ％ 千円

Ⅰ ※１
１． 4,973,536 5,200,056 
２． 5,833,804 5,435,743 
３． 1,403,034 12,210,375 100.0 1,237,860 11,873,660 100.0 △ 336,715

Ⅱ
１． ※３ 3,202,509 3,290,679 
２． ※３

商 品期首た な 卸高 104,377 140,258 
当 期 商 品 仕 入 高 5,074,306 4,695,009 
小　　　　　　　　計 5,178,683 4,835,267 

他 勘 定 振 替 高※２ 1,855 2,352 
商 品 期末た な 卸高 140,258 153,247 

5,036,570 4,679,667 
３． 1,153,265 9,392,345 76.9 911,846 8,882,193 74.8 △ 510,152

2,818,030 23.1 2,991,467 25.2 173,437
Ⅲ
１． 47,154 39,156 
２． 1,876 
３． 1,273,147 1,233,068 
４． 102,414 155,699 
５． 124,272 119,970 
６． 12,735 12,990 
７． 133,602 139,485 
８． 82,851 90,200 
９． 101,139 103,794 
10． 100,147 100,890 
11． 652,612 2,630,077 21.6 683,006 2,680,139 22.6 50,062

187,953 1.5 311,327 2.6 123,374
Ⅳ
１． 1,287 1,158 
２． 2,309 1,986 
３． ※１ 35,392 35,377 
４． 4,159 4,096 
５． 17,699 60,847 0.5 9,025 51,644 0.4 △ 9,203

Ⅴ
１． 18,281 11,260 
２． 4,293 22,574 0.1 2,882 14,143 0.1 △ 8,431

226,226 1.9 348,828 2.9 122,602
Ⅵ
１． 153,591 
２． 27,199 27,199 0.2 153,591 1.3 126,392

Ⅶ
１． ※４ 13,838 
２． ※５ 26,676 
３． ※６ 9,841 888 
４． 1,799 11,641 0.1 41,403 0.3 △ 29,762

241,784 2.0 461,017 3.9 219,233
114,668 248,266 
△3,210 111,457 0.9 △33,901 214,365 1.8 102,908

130,327 1.1 246,651 2.1 116,324

商 品 売 上 原 価

ソフトウェア開発売上原価

法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 利 益

会 員 権 評 価 損
税 引 前 当 期 純 利 益

営 業 外 費 用

特 別 損 失

法人税、住民税及び事業税

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

売 上 高

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 外 収 益

売 上 総 利 益

福 利 厚 生 費

そ の 他

商 品 売 上 原 価

賞 与 引 当 金 繰 入 額

法 定 福 利 費

給 与 手 当

退 職 給 付 費 用

荷 造 運 送 費

（ １ ）
（ ２ ）

（ ３ ）
（ ４ ）

保 守 売 上 高
商 品 売 上 高
ソ フ ト ウ ェア開発売上高

保 守 売 上 原 価

経 常 利 益
特 別 利 益

そ の 他
支 払 利 息

減 価 償 却 費

そ の 他

受 取 配 当 金

受 取 手 数 料

減 損 損 失

固 定 資 産 除 却 損

役員退職慰労引当金繰入額

関 係 会 社 株 式 売 却 益

営 業 利 益

受 取 地 代 家 賃

受 取 利 息

退 職 給 付 制 度 終 了 益

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

賃 借 料
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保守売上原価明細書

第３４期 第３５期

自　平成１７年７月２１日 自　平成１８年７月２１日

至　平成１８年７月２０日 至　平成１９年７月２０日

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

千円 千円

Ⅰ． 保守部品費 570,798 

Ⅱ． 労務費 1,148,605 

Ⅲ． 経費 ＊１ 1,571,275 

保守売上原価 3,290,679 

（脚注）

第３４期 第３５期

自　平成１７年７月２１日 自　平成１８年７月２１日

至　平成１８年７月２０日 至　平成１９年７月２０日

＊１　経費の主な内訳は次のとおりであります。 ＊１　経費の主な内訳は次のとおりであります。

　　　　外注加工費 千円 　　　　外注加工費 千円

　　　　旅費交通費 48,582 　　　　旅費交通費

　　　　賃借料 164,623 　　　　賃借料

　　　　減価償却費 3,175 　　　　減価償却費

ソフトウェア開発売上原価明細書

第３４期 第３５期

自　平成１７年７月２１日 自　平成１８年７月２１日

至　平成１８年７月２０日 至　平成１９年７月２０日

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

千円 千円

Ⅰ． 労務費

Ⅱ． 経費 ＊２

当期総ソフトウェア開発費用

期首仕掛品たな卸高

合計

他勘定振替高 ＊３

期末仕掛品たな卸高

ソフトウェア開発売上原価

（脚注）

第３４期 第３５期

自　平成１７年７月２１日 自　平成１８年７月２１日

至　平成１８年７月２０日 至　平成１９年７月２０日

　 １　原価計算の方法は、個別原価計算を採用しております。 　 １　

＊２　経費の主な内訳は次のとおりであります。 ＊２　経費の主な内訳は次のとおりであります。

　　　　外注加工費 412,016 千円 　　　　外注加工費 千円

　　　　旅費交通費 59,091 　　　　旅費交通費

　　　　賃借料 14,990 　　　　賃借料

　　　　減価償却費 36,513 　　　　減価償却費

＊３　他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ＊３　他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

　　　　固定資産振替高 23,388 千円 　　　　固定資産振替高 千円

100.0

52.6 45.1

100.0 961,806 

433,839 

49,342

13,394

39,427

33,307

同　　　　　　　左

1,153,265 

1,214,893 

300,477

1,000,046 

39,427 

48,771 

911,846 

23,388 

38,239 

1,036,764 

科　　　目

491,654 

178,129 

545,110 

165,106

17,432

527,967 

期　　　別

1,441,458 

期　　　別

科　　　目

％

21.0

34.0

45.0

100.0

673,135 

1,087,915 

％

17.3

34.9

47.8

38,239 

1,073,072

100.0

54.9

％

47.4

1,209,444

46,077

％

3,202,509 

32



ウチダエスコ㈱ (4699) 平成19年7月期決算短信

（３）株主資本等変動計算書

前事業年度（自　平成１７年７月２１日　至　平成１８年７月２０日） （単位：千円）

334,000 300,080 28,818 250,000 114,243 393,061 1,027,141

剰 余 金 の 配 当 △ 18,000 △ 18,000 △ 18,000

別 途 積 立 金 の 積 立 70,000 △ 70,000

当 期 純 利 益 130,327 130,327 130,327

70,000 42,327 112,327 112,327

334,000 300,080 28,818 320,000 156,570 505,388 1,139,468

16,877 1,044,018

剰 余 金 の 配 当 △ 18,000

別 途 積 立 金 の 積 立

当 期 純 利 益 130,327

6,880 119,207

23,757 1,163,226

株 主 資 本
合 計

株 主 資 本

項 目 そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

評 価 ・ 換 算
差 額 等

純資産合計

資 本 金

資本剰余金

資本準備金

利 益 剰 余 金

利益準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金

別途積立金
繰 越 利 益
剰 余 金

利益剰余金
合 計

平 成 １ ７ 年 ７ 月 ２ ０ 日 残 高

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額 （純額 ）

事業年度中の変動額合計

平 成 １ ８ 年 ７ 月 ２ ０ 日 残 高

項 目

平 成 １ ７ 年 ７ 月 ２ ０ 日 残 高

事 業 年 度 中 の 変 動 額

平 成 １ ８ 年 ７ 月 ２ ０ 日 残 高

事 業 年 度 中 の 変 動 額

6,8806,880

事 業年度中の変動額合計

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額 （純額 ）
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当事業年度（自　平成１８年７月２１日　至　平成１９年７月２０日） （単位：千円）

334,000 300,080 28,818 320,000 156,570 505,388 1,139,468

剰 余 金 の 配 当 △ 18,000 △ 18,000 △ 18,000

別 途 積 立 金 の 積 立 110,000 △ 110,000

当 期 純 利 益 246,651 246,651 246,651

110,000 118,651 228,651 228,651

334,000 300,080 28,818 430,000 275,222 734,040 1,368,120

23,757 1,163,226

剰 余 金 の 配 当 △ 18,000

別 途 積 立 金 の 積 立

当 期 純 利 益 246,651

1,855 230,507

25,613 1,393,733

事 業年度中の変動額合計

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額 （純額 ）

平 成 １ ９ 年 ７ 月 ２ ０ 日 残 高

事 業 年 度 中 の 変 動 額

1,8551,855

利益剰余金
合 計

平 成 １ ８ 年 ７ 月 ２ ０ 日 残 高

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額 （純額 ）

事業年度中の変動額合計

平 成 １ ９ 年 ７ 月 ２ ０ 日 残 高

項 目

平 成 １ ８ 年 ７ 月 ２ ０ 日 残 高

事 業 年 度 中 の 変 動 額

利益準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金

別途積立金
繰 越 利 益
剰 余 金

株 主 資 本
合 計

株 主 資 本

項 目 そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

評 価 ・ 換 算
差 額 等

純資産合計

資 本 金

資本剰余金

資本準備金

利 益 剰 余 金
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（４）重要な会計方針

１．有価証券の評価基準及び評価方法 １．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券 その他有価証券

　　イ．時価のあるもの 　　イ．時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法によっており 同　　　　　　　左

ます。

原価は移動平均法により算定しております。）

　　ロ．時価のないもの 　　ロ．時価のないもの

移動平均法による原価法によっております。 同　　　　　　　左

子会社株式 子会社株式

移動平均法による原価法によっております。 同　　　　　　　左

２．デリバティブ ２．デリバティブ

時価法 同　　　　　　　左

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 ３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品・保守部品 商品・保守部品

移動平均法による低価法によっております。 同　　　　　　　左

仕掛品 仕掛品

個別法による原価法によっております。 同　　　　　　　左

４．固定資産の減価償却の方法 ４．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 有形固定資産

　　建物（建物附属設備を除く） 　　建物（建物附属設備を除く）

定額法によっております。なお、主な耐用年数は 　　イ．平成19年3月31日以前に取得したもの

9年～42年であります。 　旧定額法

　　上記以外の有形固定資産 　　ロ．平成19年4月1日以降に取得したもの

定率法によっております。なお、主な耐用年数は 　定額法

6年～22年であります。 　　主な耐用年数　9年～42年

なお、取得価額が10万円以上20万円未満の資 　　上記以外の有形固定資産

産については、3年間で均等償却する方法を採用 　　イ．平成19年3月31日以前に取得したもの

しております。 　旧定率法

　　ロ．平成19年4月1日以降に取得したもの

　定率法

　　主な耐用年数　6年～22年

なお、取得価額が10万円以上20万円未満の資

産については、3年間で均等償却する方法を採用

しております。

無形固定資産 無形固定資産

　　ソフトウェア 　　ソフトウェア

　　イ．市場販売目的のソフトウェア 　　イ．市場販売目的のソフトウェア

同　　　　　　　左

　　ロ．自社利用のソフトウェア 　　ロ．自社利用のソフトウェア

同　　　　　　　左

等配分額を比較し、いずれか大きい金額を計上して

によっております。

おります。

社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法

第　３　５　期

自　平成１８年７月２１日

第　３　４　期

自　平成１７年７月２１日

至　平成１９年７月２０日

（２）

（１）

（２）

（１）

（２）

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

（１） （１）

至　平成１８年７月２０日

（２）

見込有効期間（3年）における見込販売数量に基

（２）

づく償却額と販売可能な残存有効期間に基づく均

（１）

（１）

（２）
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５．引当金の計上基準 ５．引当金の計上基準

貸倒引当金 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見 同　　　　　　　左

込額を計上しております。

　　イ．一般債権 　　イ．一般債権

貸倒実績率法によっております。 同　　　　　　　左

　　ロ．貸倒懸念債権及び破産更生債権 　　ロ．貸倒懸念債権及び破産更生債権

財務内容評価法によっております。 同　　　　　　　左

賞与引当金 賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給 同　　　　　　　左

見込額に基づき当期に見合う分を計上しております。

退職給付引当金 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における 同　　　　　　　左

数理計算上の差異については、その発生時の従

役員退職慰労引当金 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職 同　　　　　　　左

６．リース取引の処理方法 ６．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ 同　　　　　　　左

よっております。

至　平成１９年７月２０日

（３）

るもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

による按分額を翌期より費用処理することとしており

業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）

ます。

ります。

（４）（４）

慰労金規程に基づく期末要支給額を計上しており

ます。

（１）

（２）

期において発生していると認められる額を計上してお

（３）

（１）

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当

（２）

自　平成１８年７月２１日自　平成１７年７月２１日

至　平成１８年７月２０日

第　３　５　期第　３　４　期
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７．ヘッジ会計の方法 ７．ヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法 ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。 　金利スワップについては特例処理の要件を充たして

なお、金利スワップについて特例処理の条件を充 おりますので、特例処理を採用しております。

ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段として、金利スワップ取引を行っており、 同　　　　　　　左

ヘッジ方針 ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利ス 同　　　　　　　左

ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ 　金利スワップについては特例処理によっているため、

ただし、特例処理によっている金利スワップについ

８．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ８．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっておりま 同　　　　　　　左

す。

（４）

有効性の評価を省略しております。

（３）

（１）

（２）

至　平成１８年７月２０日 至　平成１９年７月２０日

第　３　５　期

自　平成１８年７月２１日自　平成１７年７月２１日

第　３　４　期

（１）

たしている場合には特例処理を採用しております。

（２）

借入金に係る金利変動リスクをヘッジ対象としてお

ります。

（３）

ワップ取引を行っており、ヘッジ対象の識別は個別

契約毎に行っております。

（４）

手段のキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その

変動額の比率によって有効性を評価しております。

ては、有効性の評価を省略しております。
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（５）重要な会計方針の変更

人税法施行令の一部を改正する政令 平成19年3月30

日 政令第83号））に伴い、平成19年4月1日以降に取得

変更しております。

（固定資産の減価償却方法の変更）

したものについては、改正後の法人税法に基づく方法に

平成19年度の法人税法の改正（（所得税法等の一部を

改正する法律 平成19年3月30日 法律第6号）及び（法

　この変更に伴う損益への影響は軽微であります。

自　平成１８年７月２１日

第　３　４　期

至　平成１８年７月２０日

自　平成１７年７月２１日

当期から 「固定資産の減損に係る会計基準 」

（ 「 固定資産の減損に係 る会計基準の設定に

第　３　５　期

至　平成１９年７月２０日

（固定資産の減損に係る会計基準）

関する意見書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））

及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業

会計基準適用指針第6号）を適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

当期から「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年

12月9日 企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12月9日 企業会計

なお、財務諸表等規則の改正により、当期における

貸借対照表の純資産の部については、改正後の財

基準適用指針第8号）を適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

1,163,226千円であります。

務諸表等規則により作成しております。
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（表示方法の変更）

第　３　４　期

至　平成１８年７月２０日

自　平成１７年７月２１日

（貸借対照表）

関係会社短期貸付金は総資産額の 100分の 1

を超えたため、区分掲記することとしました。

第　３　５　期

至　平成１９年７月２０日

自　平成１８年７月２１日

なお、当期における「受取保険配当金」の金額は、

1,281千円であります。

なお、前期は流動資産その他に56,000千円含まれ

ております。

（損益計算書）

前期まで独立科目で掲記していた営業外収益の

「受取保険配当金」は、金額が僅少となったため、

営業外収益の「その他」に含めて表示することに変更

しました。
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（６）個別財務諸表に関する注記事項

（貸借対照表関係）

※１ 担保提供資産 ※１ 担保提供資産

（担保に供している資産） （担保に供している資産）

建 物 267,467千円 建 物 259,032千円

土 地 718,902千円 土 地 718,902千円

計 986,370千円 計 977,935千円

（上記に対応する債務） （上記に対応する債務）

短 期 借 入 金 200,000千円 短 期 借 入 金 338,870千円

一年内返済予定長期借入金 126,660千円 一年内返済予定長期借入金 79,990千円

長 期 借 入 金 139,460千円 長 期 借 入 金 50,600千円

計 466,120千円 計 469,460千円

※２ 関係会社に係る注記 ※２ 関係会社に係る注記

ります。 ります。

受 取 手 形 519,252千円 受 取 手 形 635,803千円

売 掛 金 308,078千円 売 掛 金 339,568千円

支 払 手 形 433,444千円 支 払 手 形 527,502千円

買 掛 金 175,116千円 買 掛 金 218,900千円

前 受 金 633,380千円 前 受 金 676,297千円

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対する主な資産・負債は次のとおりであ

第　３　５　期第　３　４　期

平成１８年７月２０日現在 平成１９年７月２０日現在

関係会社に対する主な資産・負債は次のとおりであ
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（損益計算書関係）

※１ ※１

　　おります。 　　おります。

売 上 高 3,145,759千円 売 上 高 3,037,955千円

受 取 地 代 家 賃 35,234千円 受 取 地 代 家 賃 35,234千円

※２ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※２ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

販売費及び一般管理費 1,213千円 固 定 資 産 振 替 高 416千円

保 守 売 上 原 価 621千円 販売費及び一般管理費 1,580千円

ソフトウェア開発売上原価 19千円 保 守 売 上 原 価 262千円

計 1,855千円 ソフトウェア開発売上原価 93千円

※３ 計 2,352千円

　　評価減後の金額により計上しております。 ※３

なお、評価減額は、以下のとおりであります。 　　評価減後の金額により計上しております。

商 品 174千円 なお、評価減額は、以下のとおりであります。

保 守 部 品 162千円 商 品 193千円

※４ ※４ 減損損失

電話加入権（遊休資産） 13,838千円

※５ ※５ 不正取引による影響

入額を特別損失に計上しております。

※６ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※６ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建 物 131千円 器 具 備 品 888千円

器 具 備 品 4,093千円

ソ フ ト ウ ェ ア 5,582千円

長 期 前 払 費 用 33千円

計 9,841千円

　（株主資本等変動計算書関係）

　第３４期（自　平成１７年７月２１日　至　平成１８年７月２０日）

　　自己株式の種類及び株式数に関する事項

　　　該当事項はありません。

　第３５期（自　平成１８年７月２１日　至　平成１９年７月２０日）

　　自己株式の種類及び株式数に関する事項

　　　該当事項はありません。

なお、回収可能価額は正味売却価額によっており

ます。

上記の電話加入権については遊休資産であり、回収

可能価額が帳簿価額に対して下落しているため、当期

において帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

13,838千円を減損損失として特別損失に計上しており

ます。

当期において、以下の資産について減損損失を計上

しております。

当社は、事業用資産については、管理会計上の単位

に基づきグルーピングしております。

関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

商品及び保守部品の期末たな卸高は低価法による

関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

至　平成１９年７月２０日

第　３　５　期

自　平成１８年７月２１日

当社の元社員による不正取引により、貸倒引当金繰

至　平成１８年７月２０日

自　平成１７年７月２１日

第　３　４　期

商品及び保守部品の期末たな卸高は低価法による
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　（リース取引関係）

第　３　４　期 第　３　５　期

自　平成１７年７月２１日 自　平成１８年７月２１日

至　平成１８年７月２０日 至　平成１９年７月２０日

以外のファイナンス・リース取引 以外のファイナンス・リース取引

１．借主側 １．借主側

　額及び期末残高相当額 　額及び期末残高相当額

取 得 価 額減 価 償 却期 末 残 高 取 得 価 額減 価 償 却期 末 残 高

累 計 額 累 計 額

相 当 額相 当 額相 当 額 相 当 額相 当 額相 当 額

千円 千円 千円 千円 千円 千円

器 具 備 品 27,519 23,652 3,866 器 具 備 品 9,439 8,967 471

(２)未経過リース料期末残高相当額 (２)未経過リース料期末残高相当額

　　　　１　　　年　　　内 13,449千円 　　　　１　　　年　　　内 6,301千円

　　　　１　　　年　　　超 11,668千円 　　　　１　　　年　　　超 4,886千円

　　　　　合　　　　　計 　　　　　合　　　　　計

6,142千円 3,588千円

6,067千円 3,394千円

162千円 40千円

(４)減価償却費相当額の算定方法 (４)減価償却費相当額の算定方法

(５)利息相当額の算定方法 (５)利息相当額の算定方法

によっております。

２．貸主側 ２．貸主側

未経過リース料期末残高相当額 未経過リース料期末残高相当額

　　　　１　　　年　　　内 9,900千円 　　　　１　　　年　　　内 5,807千円

　　　　１　　　年　　　超 11,174千円 　　　　１　　　年　　　超 4,886千円

　　　　　合　　　　　計 　　　　　合　　　　　計

　（有価証券関係）

　　第３４期（平成１８年７月２０日現在）及び第３５期（平成１９年７月２０日現在）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

で、ほぼ同額の残高が上記借主側の未経過リース料期末

残高相当額に含まれております。）

10,693千円

（上記は、全て転貸リース取引に係る貸主側の未経過リー

ス料期末残高相当額であります。なお、当該転貸リース取

引はおおむね同一の条件で第三者にリースしているの

によっております。

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を

利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法

同　　　　　左

同　　　　　左

減 価 償 却 費 相 当 額

支 払 利 息 相 当 額

支 払 リ ー ス 料

減 価 償 却 費 相 当 額

支 払 利 息 相 当 額

支 払 リ ー ス 料

(３)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

11,187千円25,117千円

(３)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

(１)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当(１)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

で、ほぼ同額の残高が上記借主側の未経過リース料期末

残高相当額に含まれております。）

21,075千円

（上記は、全て転貸リース取引に係る貸主側の未経過リー

ス料期末残高相当額であります。なお、当該転貸リース取

引はおおむね同一の条件で第三者にリースしているの
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（税効果会計関係）

１． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な １． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な

原因別の内訳 原因別の内訳

　繰延税金資産（流動） 　繰延税金資産（流動）

賞与引当金 83,165千円 賞与引当金 125,103千円

未払事業税 4,930千円 未払事業税 16,168千円

未払費用 10,453千円 未払費用 15,450千円

その他 1,849千円 その他 4,398千円

　繰延税金資産合計 100,399千円 　繰延税金資産合計 161,120千円

　繰延税金資産（固定） 　繰延税金資産（固定）

会員権 11,246千円 会員権 11,108千円

退職給付引当金 290,255千円 退職給付引当金 251,793千円

役員退職慰労引当金 22,000千円 役員退職慰労引当金 27,287千円

貸倒引当金 893千円 貸倒引当金 12,066千円

投資有価証券 8,667千円 無形固定資産 6,589千円

　繰延税金資産小計 333,062千円 投資有価証券 8,667千円

評価性引当額 △20,806千円 　繰延税金資産小計 317,512千円

　繰延税金資産合計 312,256千円 評価性引当額 △32,076千円

　繰延税金資産合計 285,436千円

　繰延税金負債（固定）

有価証券評価差額 △16,305千円 　繰延税金負債（固定）

　繰延税金負債合計 △16,305千円 有価証券評価差額 △10,378千円

　繰延税金資産の純額 295,950千円 　繰延税金負債合計 △10,378千円

　繰延税金資産の純額 275,058千円

２． ２．

　率との差異の原因となった主な項目別の内訳 　率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　法定実効税率 40.7%  　法定実効税率 40.7%  

（調整） （調整）

交際費等永久に損金に算入 交際費等永久に損金に算入

されない項目 されない項目

受取配当金等永久に益金に 受取配当金等永久に益金に

算入されない項目 算入されない項目

住民税均等割 3.5   住民税均等割 1.8   

評価性引当額の増減 0.5   評価性引当額の増減 2.4   

ＩＴ投資促進税制による税額 その他 0.3   

控除

その他 △ 0.2   　の負担率

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

2.3   

△ 0.2   

1.4   

△ 0.1   

第　３　５　期第　３　４　期

平成１８年７月２０日現在 平成１９年７月２０日現在

税効果会計適用後の法人税等
46.5%  

△ 0.5   

税効果会計適用後の法人税等
46.1%  

　の負担率
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（1株当たり情報）

１株当たり純資産額 323円12銭 １株当たり純資産額 387円15銭

１株当たり当期純利益 36円20銭 １株当たり当期純利益 68円51銭

（注）算定上の基礎

　１　　１株当たり純資産額

　２　　１株当たり当期純利益

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

3,600  

1,393,733

3,600  普 通株式の発行済株式数 （千株 ）

3,600  

貸借対照表の純資産の部の合計額と1株

当り純資産額の算定に用いられた普通

株式に係る連結会計年度末の純資産額

との差額（千円）

普 通 株 式 の 自 己 株 式 数 （ 千 株 ）

普通株式の数（千株）
3,600  

貸借対照表の純資産の部の合計額

普通株式に係 る純資産額 （ 千円 ）

（千円）
1,163,226 1,393,733

1,163,226

１株当たり純資産額の算定に用いられた

平成１８年７月２０日現在 平成１９年７月２０日現在

普通株式の期中平均株式数（千株）

当 期 純 利 益 （ 千 円 ）

普通株主に帰属しない金額（千円）

普通株式に係る当期純利益（千円）

第　３　４　期

自　平成１７年７月２１日

至　平成１８年７月２０日

は、潜在株式がないため記載しておりません。 は、潜在株式がないため記載しておりません。

第　３　５　期

自　平成１８年７月２１日

至　平成１９年７月２０日

第　３　４　期 第　３　５　期

なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益について

第　３　５　期第　３　４　期

至　平成１８年７月２０日 至　平成１９年７月２０日

自　平成１７年７月２１日 自　平成１８年７月２１日

なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益について

130,327  

130,327  

3,600  

246,651  

246,651  

3,600  
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１１．役員の異動（平成１９年１０月１１日付）

１．代表者の異動

　　該当事項はありません。

２．新任取締役候補

　　該当事項はありません。

３．新任監査役候補

　　該当事項はありません。

４．退任予定取締役

　　該当事項はありません。

５．退任予定監査役

　　該当事項はありません。

６．昇格予定取締役

　　該当事項はありません。

７．役職の異動

　　該当事項はありません。
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